
I． は じ め に

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖

地震に伴う大津波により，石巻地域の沿岸部に位置す

る農地・農業用施設は壊滅的な被害を受けた。地域の

水田の約３割に相当する３，４６０ha が浸水被害を受

け，平成２４年７月現在も２４０ha が湛水している状

況である。農業用施設の中でも排水機場の被害が大き

く，そのほとんどが流出，浸水し機能停止に陥った。

排水機場は，農地排水のみならず宅地排水なども担う

地域の重要な施設であり，被災直後から早期の稼働を

最優先とした仮復旧を進めてきた。

本報は，津波被害区域にある３７カ所の排水機場

の，被災状況，仮復旧の実施状況，本復旧に際しての

課題などについて報告するものである。

II． 石巻地域の概要

本地域は，県の北東部に位置し，石巻市，東松島

市，女川町の２市１町で構成されている。面積７２３

km２，人口が２２万人と，それぞれ県全体の１割を占

めている。

地域の中心都市である石巻市は，年降水量１，１２４

mm，平均気温１１．８℃ で，日照時間は１，８９６h と東

北では多い地方である。仙台平野の東端に位置し，肥

沃な土地に水稲を主体に，イチゴ，トマトなどの施設

園芸が盛んである。また，世界三大漁場の１つであ

る金華山沖に近く，漁業，養殖業が盛んであり，全国

有数の水産都市である。江戸時代は石巻湊といわれ，

仙台藩の米を江戸に運ぶ千石船の基地として栄えた。

また，東松島市の鳴瀬川河口には，明治政府が近代的

な港を築こうとした土木遺産の「野蒜築港跡」がある。

III． 排水機場の被災状況

１． 津波および浸水による被災内容

排水機場は，図‐１に示すように河口部や運河沿い

など海に近い場所にあり，今回の津波により壊滅的な

被害を受けた。
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表‐１ 浸水状況別機場数（全３７機場）

浸水状況 浸水なし ～５０cm ～２００cm 水没 流出

機場数 １０ ６ １０ ４ ７

※水没：建屋全体が浸水，流出：建屋全体が流出

表‐２ 排水機場の主な被災内容

設備名称 主 な 被 災 内 容

排水機場 沈下（２５～１１２cm）

ポンプ設備 ○ポンプ，原動機，電気設備，補機類の冠水，
損壊，流出 ○屋外重油槽の冠水，破損

除塵機 ○サイクロモータの冠水 ○機側操作盤の冠
水，損壊，流出

ゲート ○スピンドルの破損，流出 ○巻上げ機の冠水
○管理橋の破損

吐出樋管 ○クラック ○伸縮継ぎ手の破損 ○管底部の
空洞化 ○土砂による閉塞

吸水槽，吐水槽 ○がれき，津波土砂の流入，堆積

建屋 ○建屋の流出 ○窓の破損 ○搬入扉の破損
○屋根防水シートの破損 ○がれき，津波土砂
の流入，堆積 ○トイレ，休憩室など破損図‐１ 津波浸水区域と排水機場位置図
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受益面積１０ha 以上の３７機場の浸水状況は表‐１，

機場の各設備に区分した主な被災内容は表‐２のとお

りであり，被災額は１０４億円である。

これらの機場を損壊に至る過程で分類すると，直接

津波を受け，水圧や浮遊するがれきの衝撃を受けた機

場と，地形条件などから津波が減衰した状態で浸水，

津波土砂が堆積した機場に分けられる。直接津波を受

けた機場は立地条件や建屋の構造によって，また，浸

水，津波土砂堆積の機場は浸水深さによって被災の程

度が大きく違っていた。表‐３に，機場規模，敷高が

同程度であるが，立地条件の異なる２つの機場の被

災状況を示す。

２． 地盤沈下

今回の地震の特徴は，地殻変動により地盤沈下が発

生したことである。地殻変動により牡鹿半島南東端の

電子基準点で１．２m の沈下が確認されている。震災

後，国土地理院の電子基準点が公表されてから，排水

機場の標高を GPS 測量で計測した結果，２５～１１２cm

の沈下が確認された。

排水機場の排水先は，そのほとんどが感潮河川であ

る。外水位が不変であるのに対して，地盤沈下により

内水位が低下した。このため，ポンプの実揚程が大き

くなり，吐出量が減少する。ポンプ設計時に作成され

た「予想性能曲線図」（性能曲線図のある１８機場）か

ら求めると，排水能力の低下割合は平均で約１０％，

最大で約２５％ と算出された。

IV． 応 急 復 旧

１． 応急復旧の必要性

排水機場は，受益下流部に位置する津波被害地域の

みならず，上流部にある津波の被害を免れた水田，集

落，公共施設などの排水を担う施設である。復旧が遅

れることは，被災のない水田の作付けも困難になるほ

か，大雨時の宅地への湛水も懸念されることになる。

また，津波により浸水した水田を復旧するためには

除塩をしなければならない。除塩には，大量の農業用

水を使用するので，その排水先として排水機場の復旧

が不可欠である。

２． 復旧方針

複数台のポンプを設置している排水機場では，小口

径１台をモータ駆動にしているのが一般的である。

このポンプは，１/２年確率程度の降雨に対応して稼働

率が高いこと，補機類が少なく比較的復旧が容易なこ

とから，梅雨となる６月中旬までに稼働させること

にした。

その後，台風時期の９月までに大口径ポンプを復

旧し，所定の排水能力を確保することにした。

また，この過程で，エンジン，減速機など整備補修

で稼働可能と判断される機器は，錆の進行を防止する

ため，早急に搬出し工場整備を行うことにした。

３． 施設診断と復旧方法

ポンプメーカーの協力を得て，被災直後から排水機

場の診断を実施し，復旧方法の検討を行った。応急復

旧は本復旧までの仮稼働であり早急に復旧することを

優先し，稼働のための必要最小限の機器構成とした。

運転操作条件は「手動単独操作」とし，吸吐水位につ

いても運転員が目視確認で行うなど，自動判定機能

や，複雑な連動は極力省くことにした。

（１） ポンプ設備 復旧するためには被災した機器

の更新・整備が必要となる。本復旧では地盤沈下によ

る性能復旧で機器類が変更されることも想定される。

このため，この時点では，できるだけ既設機器を使用

することにし，モータは洗浄乾燥処理をして使用し

た。また，短期間での納入が困難な補機は，内陸部の

被災のない排水機場から一時的に借用して使用した。

ポンプを稼働させるためには，商用電源と水道の復

旧が必要になるが，これらの復旧が遅れる場合は仮設

発電機や貯水タンクを利用した。また，高圧受電（５０

kW 以上）の機場は受電盤の製作に６カ月程度必要に

なるため，電力会社と協議して低圧の２回線とする

仮受電で対応した。

写真‐１，２は，東松島市にある中下排水機場の写

真である。がれき，土砂を撤去後，モータを洗浄乾燥

処理，低圧の２回線の仮受電で対応して，震災後５７

日目の平成２３年５月７日に稼働した。

（２） 除塵機・ゲート設備，排水樋管 診断の結果，

早期復旧が困難な除塵機は応急復旧を断念し，遊水池

内に仮設網場を設置し塵芥を集め人力で取り除いた。

直接，津波を受けたゲートはスピンドルが破損し，開

閉不能に陥った。樋管の点検補修にはゲートを閉める

必要がある。このため，応急的な対策としてスピンド

ルを切断し，チェーンブロックやウインチを設置し

た。

樋管は，本体の致命的な損壊はなかったものの，継

目地の拡大や基礎に支えられる樋管の周辺部の堤防盛

表‐３ 立地条件が異なる排水機場の被災例

機場名 下街道排水機場 立沼排水機場

立地条件 海側に遮蔽物あり 海側に遮蔽物なし

建屋構造 RC 構造 RC 構造

被災状況
浸水深
被災の程度

３３cm
ガラリからの浸水

１階部分水没
窓ガラス，搬入扉が破損し浸水

被災（査定）額 １２５百万円 ４５２百万円

応急復旧時期 平成２３年４月６日 平成２３年６月１０日
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土が沈下し，樋管周辺部の空洞化（抜け上がり）が発

生した。この対策として河川管理者と協議し，継目地

の拡大は内面バンドなどにより止水し，抜け上がりに

はグラウト工法によって空洞部の充填を行った。

（３） がれき・堆積土砂の撤去 排水路や吸水槽，

吐水槽，排水樋管などに堆積した土砂は土木工事で撤

去し，ポンプ稼働の障害にならないようにした。特

に，吸水槽の土砂，がれきの撤去は機械の搬入口がな

いためほとんどが人力施工になった。排水樋管は管内

の堆積および出入り口部を閉塞した土砂を撤去した。

（４） 応急復旧の効果 震災直後の排水機場復旧の

見通しが立たない中では，津波被害のない上流域の水

田でも水稲の作付けを見合わせることにしていた。上

流域で営農（灌漑）することにより，下流地域で湛水

が発生することが懸念されたためである。

しかしながら，早期に排水機場が復旧したことで，

この営農を見合わせた区域はわずかな面積になった。

加えて，津波で浸水した下流の地域約１，０００ha の

水田において，除塩を行い平成２３年５月末までに水

稲を作付けすることができた。

また，平成２３年９月には台風１５号により，当被

災地域に１/１０年確率（１２０mm）を超える，最大２４

時間雨量２３２mm の降雨があり湛水被害が心配され

た。しかし，排水機場の復旧率は表‐４のように全排

水量の７５％ の能力が確保されていたため，作物への

被害は回避することができた。

V． 本 復 旧

１． 本復旧に際して

応急復旧がおおむね完了し，今後は本復旧を進める

ことになる。本復旧に際しては，さらに次の項目を検

討し反映させる必要がある。

（１） 性能の回復 本復旧では，地盤沈下で減少し

た吐出量を回復させる必要がある。回復する方法は，

①減少量を原動機出力と回転数の向上で補う方法，②

ポンプ設備の増設で補う方法，①②を併せた方法など

がある。機場の立地条件，経済比較などで決定する。

（２） 自然排水能力低下への対応 自然排水のある

排水機場は，地盤沈下により流域の自然排水能力が低

下していると考えられる。このため，流域全体の排水

解析を行い，性能回復と合わせて施設規模を決定す

る。

（３） 吐水槽の嵩上げ 地盤沈下による揚程確保の

前提条件として，吐水槽の嵩上げが必要となる。嵩上

げ規模が大きい場合は内水圧増加を考慮した補強が必

要となる。

２． 本復旧の課題

（１） 他機関との調整 河川堤防は，地盤沈下によ

る嵩上げや津波防御のための増強が計画されているた

め，機場位置，樋管長，吐水槽高などを河川管理者と

協議する必要がある。また，都市排水機場や復興住宅

用地など都市計画部門との調整が必要である。

（２） 応急復旧した機器の取扱い 性能回復のため，

応急復旧で整備したエンジン，モータ，減速機などの

機器は本復旧では使えないケースが多いと想定され

る。他機場での再利用などを検討する必要がある。

VI． 震災の教訓

１． 耐水化，浸水対策

大規模な津波や洪水でも排水機場の機能を適切に発

揮させるため，防水（耐水）扉の設置，配電盤，操作

盤の嵩上げなど，施設の耐水化対策が必要である。

表‐４ 排水機場応急復旧率の推移

時期 平成２３年５月 ９月 １１月

全排水量 ５３％ ７５％ ８９％

全ポンプ台数 ４２％ ６２％ ７１％

写真‐２ 仮復旧状況（平成２３年５月１５日）

写真‐１ 中下排水機場（�７００×２）の被災状況
（平成２３年３月２３日 東松島市）
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写真‐３ フローティングゲート

２． 電源の確保

今回，商用電源が長期にわたり復旧できない状態が

続き，自家発電機も浸水で使用不能，仮設発電機の手

配や搬入も困難であった。自家発電機はできるだけ高

い場所（原動機敷高よりも高い位置）に設置し，仮設

発電機は事前に，建設業者やリース業者と災害時の使

用協定を締結しておく必要がある。

３． 自然排水機能の確保

機械排水機能が損なわれると頼みの綱は自然排水に

なる。一般的に排水先が感潮河川の場合，干満の影響

でゲート操作が繁雑になるため，機械排水に頼りがち

になる。しかし，今回，２機場に設置されていた干満

に追随して無動力で開閉するゲート（フローテイング

ゲート，写真‐３）は損傷もなく震災後も稼動した。こ

れにより，当該２区域の自然排水が維持され，大き

な湛水被害を避けることができた。自然排水機能はで

きるだけ確保しておくことが重要である。

４． 機場躯体構造

吸水槽や冷却水槽は開口部が小さく，流入したがれ

きや津波土砂の撤去に相当な期間を要した。また，吸

水槽内に流入した異物をポンプが吸い込みシャフトが

破損する事故も発生した。

吸水槽は前面の除塵機を取り外さないと内部に機械

を搬入できない構造となっている施設がほとんどであ

る。日常の保安や管理の面では開口部が小さい方が有

利に働くが，津波被害の点では大きな開口部を確保す

る必要がある。

５． 建屋構造

津波を直接受けた機場の被災状況を建屋構造で分類

すると，鉄骨造，木造は全損し，RC 造は窓，搬入

扉，屋根防水シートの損傷程度となっている。構造的

な違いから生じる壁面の強度の差が顕著に表れてい

る。津波の水圧や浮遊物の衝撃には RC 造が優れ，内

部の機器の破損を軽減することになる。

VII． お わ り に

未曾有の大災害に襲われ，機能停止に陥った排水機

場を短期間で復旧することができた。震災の２カ月

後には除塩を可能とし，管内の被災農地のおよそ１/３

の区域の水稲作付けにつながった。このことは，被災

地域に農地復興の希望をいち早く示すことができ，営

農再開への気運が高まったと評価している。

宮城県では平成２４年１月に「東日本大震災に係る

農地・農業用施設の復旧復興のロードマップ」を発表

した。今後の復旧計画と東日本大震災復興交付金事業

を活用した農地整備により，競争力のある経営体を育

成する方針を示すものである。

最後に，復旧に協力を頂いたポンプメーカーをはじ

めとする工事関係者の，限られた時間と資材の中，ま

た，悪条件の下で続けられた献身的な復旧作業に謝意

を申し上げる。

〔２０１２．６．２０．受稿〕

菅原喜久男 略 歴
１９５６年 宮城県に生まれる

１９７９年 岩手大学農学部卒業

宮城県入庁

２０１０年 宮城県東部地方振興事務所

２０１２年 宮城県農林水産部農村振興課

現在に至る

杉澤 靖夫
１９５５年 宮城県に生まれる

１９７３年 宮城県小牛田農林高等学校卒業

宮城県入庁

２００８年 宮城県東部地方振興事務所

２０１２年 宮城県北部地方振興事務所

現在に至る

狩野 吉浩
１９６６年 宮城県に生まれる
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